
















































































































































































提供が命じられる（会社法847条の 4 第 2 項）こともあるし、公開会社の
場合には株式保有期間の要件（ 6か月前から引き続き株式を有すること）
を充たす必要があり、定款規定により単元未満株主の原告適格が奪われる























































































































































































































































































































































1000円である会社が、 1 株当たりの払込み金額を400円とする募集株式 6
万株の発行を株主割り当ての方法によらずに、また株主総会の特別決議を
経ないで行った場合、理論的にいえば、発行後の 1 株の公正価額は775円










































































































　①大阪地判昭和61年 3 月 5 日およびその控訴審である大阪高判昭和63年









































































































































































































































































































































































































































































































































































































56　東京地判昭和47年 9 月 7 日（判例時報680号84頁）、最判昭和51年 3 月23日（金融
商事判例503号14頁）、大阪地判平成 2年 2月28日（判例時報1365号130頁）、大阪地






































が生じることを前提とした規定であると解していたが、会社法212条 1 項 1 号は、
通謀引受人は、会社に対し、公正な払込金額と実際の払込金額との差額を「支払
う」義務を定めるだけで損害賠償義務として規定されているわけではないため、会
社法は、株式引受人と多数の既存株主間の法律関係を単純・簡明に解決するため
に、特別の支払義務を定めたものにすぎないと解される。山本為三郎「判批」法学
研究69巻11号（1996年）160頁。
69　もっとも、この場合、責任を負担しているのは取締役と通謀引受人であり、二重
に責任を負うことにはならないものの、閉鎖的な会社において会社支配権が争われ
ている場合には、この両者が同一人物である場合も少なくないであろう。田中・前
掲（19）212頁参照。
70　違法な有利発行において、取締役の「なすべき行為」が、実際に調達した資金と
同額の資金を、一株の払込金額を公正にして、より少ない株式の発行により調達す
ることではなく、実際に発行した株式数と同数の株式を、公正な払込金額で発行す
ることと解するのが自然な場合の例として、むしろ支配権争いが一切起きていない
状況で、取締役が第三者に対して支配的持分を取得させるために募集株式の発行を
行うような場合を想定すべきであるとされる。田中・前掲（19）184頁。
71　仮屋広郷「判批」別冊ジュリスト会社法判例百選第 2 版（有斐閣・2011年）197
頁参照。
72　田中・前掲（19）217頁同旨。また、このような考え方は、従来の裁判例とも整
合的である。
73　江頭・前掲（44）434～435頁。
74　田中・前掲（19）192頁。
